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リスク管理
　当社は、当社グループを取り巻くさまざまなリスクに対して、以下の事項の達成に影響を与えるものを主要なリスク管理の
対象とし、その発現の抑止と、リスク発現の際の損失・影響の極小化を図るために、リスク管理規則を制定しています。

購買方針
当社は、ＣＳＲ基本方針に則り、原料及び資材の調達・購買活動に取り組みます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１．法令・社会規範の遵守
全ての関連法規、社会規範、社内規定及び企業倫理を遵守し、健全な調達・購買活動を推進します。

２．公平・公正・透明性のある取引
過去の購入実績や企業グル－プにこだわらず、常に新しい購入先とのビジネス機会を創出し公平・公正で透明性のある取引を行
います。

３．経済合理性に基づく調達・購買
品質、価格、安定供給、技術開発力及び経営の安定性等を総合的に評価し当社にとって最善最適な調達・購買を行います。

４．地球環境への配慮
持続可能な社会を実現するため、常に地球環境の保全を意識した調達・購買に努めます。

５．パートナーシップの構築
全てのお取引先様は事業遂行のパ－トナ－であるとの基本認識に立ち、確かな相互信頼関係を構築しさらなる発展に努めます。
また、以下のテ－マについてお取引先様と共に取り組み企業の社会的責任を果たしてまいります。
１）法令、社会規範及び企業倫理の遵守
２）安全確保と環境保全
３）人権の尊重と労働環境への配慮

情報開示

１．人的資源の安全確保

２．企業としての存続

３．資産の健全な保全

４．ステークホルダーからの信頼性確保

５．事業機会、成果獲得機会最大化と機会損失の回避

６．業務遂行に際しての遵法性確保、効率性・正確性・有効性の追求

　取締役会が任命するＣＲＯ（チーフ・リスクマネジメント・オフィサー）の統括のもと、各部門、箇所および連結子会社それぞれ
にリスクマネージャーを配置し、経営企画部を事務局として、リスク管理担当者会議を構成しています。
　リスク管理担当者会議は各専門委員会と連携し、個々の組織が抱えるリスクの抽出・評価および対応策の実施状況の検証
ならびに危機・緊急事態対応体制の強化、事業継続計画（ＢＣP）の策定を行っています。また、リスク管理活動の年次計画、年次
総括および各部門等の個別活動報告を通じ、当社グループ全体のリスク管理に関する情報を共有化しています。リスク管理
の状況はCROを通じて取締役会に定期的に報告しています。

リスク管理体制

適時開示の体制
　適時開示規則に該当する情報については、東京証券取引
所が提供する適時開示情報システム（TDnet）にて公開する
とともに、当社ホームページに速やかに掲載しています。

バリューチェーン
サプライチェーン・マネジメント
　当社は、原料および資材の調達に関する方針を定め、ＣＳＲの重点テーマについてお取引先様とともに取り組み、企業の
社会的責任を果たしてまいります。
　また、重要な原料、中間体、製品の製造などを委託する際には、その開始前にＣＳＲに関する質問票への回答を求め、当社の
基準を満たす企業との取引を優先的に進めています。さらに、国内外のサプライヤーおよび業務委託先を訪問監査し、ＣＳＲ
活動、とくに、環境・健康・安全（ＥＨＳ）への取り組みを詳細に確認し、サプライチェーン・マネジメントの推進を図っています。
なお当社は、コンゴ民主共和国およびその周辺国の非人道的武装勢力に関わる紛争鉱物および紛争鉱物を含む原料
を使用しない方針としています。

製品ＳＤＳの公開
　当社の化学製品をお客様に安全に使用していただくために、全製品のＳＤＳ（Ｓａｆｅｔｙ Ｄａｔａ Ｓｈｅｅｔ ：安全データシート）を
提供しています。とくに農薬は、全製品のＳＤＳをホームページで公開し、お客様や使用者様にダウンロードしていただくこと
が可能です。また、社員は社内ＳＤＳデータベースから製品の危険性や有害性、法規制情報、輸送、保管、廃棄方法等の情報
を取得し、安全や法令遵守に役立てています。

化学物質安全性要約書の公開
　当社は、国際化学工業協会協議会（ＩＣＣＡ）および日本化学工業協会（ＪＣＩＡ）が推進するバリューチェーン全体を通じた
化学物質のリスク最小化のためのＧＰＳ（Ｇｌｏｂａｌ Ｐｒｏｄｕｃｔ Ｓｔｒａｔｅｇｙ）/ＪＩＰＳ（Ｊａｐａｎ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ ｏｆ Ｐｒｏｄｕｃｔ Ｓｔｅｗａｒｄ-
ｓｈｉｐ）活動に参画しています。化学製品のリスク評価、適正な管理およびその安全性情報 （ＧＰＳ安全性要約書） を一般社
会へ公開しています。

適時開示要否判断
東京証券取引所

取締役会

経営会議

各部門長財務部長決算情報

社長

経営企画部長
（情報取扱責任者）

子会社

決定事実・発生事実に
該当する可能性のある情報

部門長

取締役会
リスク管理
担当者会議

リスク管理事務局
（経営企画部）

報告

CRO

リスクマネージャー
（各部門・箇所・連結子会社）

CSR委員会
コンプライアンス委員会
レスポンシブル・ケア委員会

品質保証委員会
安全保障輸出管理委員会

２０１６年度の主な取り組み
●重要事業等BCPの状況確認、見直し　●海外危機管理対応の強化　●本社対策本部の初動対応訓練、安否確認訓練の実施

環境情報開示基盤整備事業
　近年機関投資家から要求の高まっているESG（環境・社会・ガバナンス）情報の開示の一環として、当社は、環境省が進め
ている「環境情報開示基盤整備事業」に参加し、情報を開示しています。
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